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下水道は、 公衆衛生の確保と 生活環境の改善及び公共用水域の水質保全、 浸水の防除と いっ た

役割をも ち、 住民が快適で衛生的に暮ら せるまちづく り に欠かせない社会基盤施設です。

板倉町（ 以下「 本町」） は、 町村合併促進法により 、 昭和 30 年、 西谷田村、 海老瀬村、 大箇野

村、伊奈良村の 4 か村の合併によっ て誕生し まし た。群馬県の中で、東京に最も 近い位置にあり 、

「 鶴舞う 形の群馬県」 と 上毛カ ルタ にも 歌われる鶴のく ちばし の部分にあたり ます。 渡良瀬川と

利根川に挟まれた三角地帯で、 栃木、 埼玉の２ 県に接し ています。

第 1 次産業は、 昭和 40 年代より 稲作中心から 施設園芸への移行が進み、 キュ ウリ の出荷額は

全国有数と なり まし た。 昭和 47 年に東北自動車道が開通し てから 、 第 2 次産業も 生産が活発化

し まし た。 その結果、 昭和 54 年 3 月には工業団地が完成し 、 企業の誘致と 操業が始まり まし た。

こ のよう な情勢下において本町では、 市街地の無計画なスプロール化を防止し 、 町の健全な発

展を促進するため、 連続し た市街化地域を 中心と し た 177ha に対し て、 都市計画に基づく 用途

地域を設定し まし た（ う ち 37ha は工業専用地域）。 こ の他に約 218ha については、 板倉ニュ ー

タ ウン造成により 、 こ れを含めて用途地域の再設定を行いまし た。

その後、 本町では平成 6（ 1994） 年 11 月に事業を開始し 、 平成 10（ 1998） 年３ 月に下水道事

業の供用を開始し 、 その後も 施設の整備を続けています。

現在、 本町の下水道事業は供用開始から 26 年以上経過し ているこ と から 、 今後は施設の老朽

化に対応するための改築・ 更新費用の増大が見込まれます。 また、 人口減少や節水機器の普及等

による使用料収入の減少により 、下水道経営を巡る情勢は今以上に厳し く なるこ と が想定さ れま

す。 こ のよう な状況下、 平成 26（ 2014） 年 8 月に総務省から 、 中長期的な視点から 経営基盤の

強化等に取り 組むための計画作成が求めら れ、 本町では平成 28（ 2016） 年度に板倉町下水道事

業経営戦略を策定し まし た。

今回、 当初経営戦略策定から ８ 年が経過し 、 また、 令和 6（ 2024） 年度に企業会計に移行し た

こ と から 、 経営基盤強化と 財政マネジメ ント 向上の柱と 位置付けるも のと し て、 経営戦略に沿っ

た取組等を踏まえつつ、 PDCA サイ ク ルを通じ て質を高めていく ため、 一層の内容の充実化を図

っ た下水道事業経営戦略に改定し まし た。

本戦略の計画期間は令和 7（ 2025） 年度から 令和 16（ 2034） 年度の 10 年間と し 、 社会情勢や

経営状況の変化等を踏まえて、 概ね 5 年ごと に見直し を行います。

Ⅰ はじめに
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１．経営戦略策定及び改定の背景と⽬的

（１）公営企業の更なる経営改⾰の推進

我が国においては、今後の急速な人口減少等に伴う サービス需要の縮小や施設の老朽化に伴う

更新需要の増大等、 公営企業を取り 巻く 経営環境が厳し さ を増す一方で、 各公営企業は将来にわ

たり 住民生活に必要なサービスを安定的に提供し ていく こ と が強く 求めら れています。

そのためには、 公営企業会計の適用や経営比較分析表の活用による「 見える化」 と いっ た現状

分析に基づき、 経営戦略の策定や抜本的な改革等の取組を進め、 経営基盤の強化と 財政マネジメ

ント の向上を図ると と も に、 こ れら について、 より 実効性を高めるために更なる経営改革を推進

するこ と が不可欠と なっ ています。

Ⅱ 経営戦略改定について
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※出典： 総務省「 令和 6 年度の公営企業関係主要施策に関する留意事項について」

（２）経営戦略策定の⽬的

公営企業は、 使用料収入をも っ て経営を行う 独立採算制を基本原則と し ながら 、 住民生活に身

近な社会資本を整備し 、 必要なサービスを提供する役割を果たし ており 、 将来にわたり 本来の目

的である公共の福祉を増進し ていく こ と がその大前提と なっ ています。

し かし ながら 、 サービスの提供に必要な施設等の老朽化に伴う 更新投資の増大、 人口減少に伴

う 使用料収入の減少等により 、 公営企業をめぐ る経営環境は厳し さ を増し つつあり ます。 こ のた

め、 公営企業の経営環境の変化に適切に対応し 、 公営企業のあり 方について絶えず検討を行う こ

と が不可欠と なっ ています。

すなわち、 経営環境が厳し さ を増す中にあっ ても 、 事業、 サービスの提供を安定的に継続でき

るよう 、 中長期的な視点に立っ た経営を行い、 徹底し た効率化、 経営健全化に取り 組むこ と が必

要です。

こ れら の課題や現状に対し て、 総務省は、 公営企業の中長期的な経営の基本計画である「 経営
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戦略」 を企業ごと に策定し 、 それに基づく 計画的かつ合理的な経営を行う こ と により 、 経営基盤

の強化と 財政マネジメ ント の向上を実現し ていく こ と を強く 求めています。

こ のなかで経営戦略については、 平成 28（ 2016） 年度から 令和 2（ 2020） 年度までに策定を

行い、 令和 3（ 2021） 年度から 令和 7（ 2025） 年度までに改定するこ と を求め、 平成 31（ 2019）

年 3 月、 令和 4（ 2022） 年 1 月の 2 回、 ガイ ド ラ イ ン及びマニュ アルを変更し ています。

※出典： 総務省「 令和５ 年度第２ 回下水道事業経営セミ ナー資料」 より 抜粋

（３）経営戦略の要旨

本経営戦略においては、下水道資産の現状分析を基にし た長期的な需要の見通し や更新等の投

資計画を立てるこ と になり ますが、 経営の悪化が想定さ れる場合、 使用料改定検討等の計画に基

づいて事業の持続性に対する的確な見通し を描く ために、 中長期の「 投資・ 財政計画」 の策定を

行います。

「 投資・ 財政計画」 の策定にあたっ ては、「 投資試算」 及び「 財源試算」 による将来予測が求め
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ら れます。

「 投資・ 財政計画」 は、 現時点で反映可能な経営健全化や財源確保に係る取組を踏まえて試算

を行います。 その上で、 将来の使用料収入の減少、 更新需要の増大等を見据えた使用料水準の適

正化、広域化等及び更なる民間活用を反映し た投資のあり 方の見直し 等を複合的に検討し て具体

的なシミ ュ レーショ ンを構築し 、 今後の経営の指針や取組を描く も のと なり ます。

※出典： 総務省「 経営戦略策定・ 改定マニュ アル」
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１ 本戦略の対象となる事業の現況

（１）対象となる事業概要

本戦略の対象は下水道事業と なり ます。 本事業は現在、 板倉町住民環境課環境下水道係で運営

し ており 、 以下はその概要です。

■本町の下水道事業の概要

処理区域内人口密度は令和 5（ 2023） 年度決算統計より

事業 下水道事業

供用開始
平成 10（1998）年

3 月 31 日

法適・非適用区分 法適用

処理区域内⼈⼝密度 16.0 ⼈/ha

流域下水道等への
接続の有無

なし

処理区数 1 地区

処理場数 1 箇所

広域化・共同化・
最適化実施状況

なし

Ⅲ 事業概要
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（２）使⽤料（料⾦）体系の状況

本町の使用料（ 料金） 体系は以下のと おり 、 使用水量に基づいた従量制による使用料の合計額

で構成さ れています。 使用料改定の実績は供用開始以来あり ません。

◇使用料体系 （ 税抜）

※板倉町下水道条例より

■１ ヶ 月 20 ㎥あたり の使用料の推移

◇下水道事業 （ 税抜）

※条例上の使用料： 条例上の使用料で計算

※実質的な使用料： 使用料収入(円)/年間有収水量(㎥)×20(㎥)

※令和 5 年度は、 公営企業会計移行に伴う 打切決算処理の影響で、

例年より 低い数値と なっ ています。

一般汚水

基本料⾦
(1 か月あたり)

10 ㎥まで 1,600 円

超過料⾦
(水量 1 ㎥あたり)

10 ㎥超え 50 ㎥まで 170 円

50 ㎥超え 100 ㎥まで 175 円

100 ㎥超え 200 ㎥まで 190 円

200 ㎥超え 300 ㎥まで 210 円

300 ㎥超え 400 ㎥まで 230 円

400 ㎥超え 235 円

臨時用 使用水量 1 ㎥あたり 235 円

令和 3 年度
（2021）

令和 4 年度
（2022）

令和 5 年度
（2023）

条例上の使用料
（20 ㎥あたり）

3,300 円 3,300 円 3,300 円

実質的な使用料
（20 ㎥あたり）

3,881 円 3,872 円 3,073 円
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（３）組織の状況

本町の下水道事業は、 住民環境課環境下水道係で運営し ています。 本戦略改定時点の令和 6

（ 2024） 年度現在、 下水道事業に関与する職員は 3 名です。

■本町の組織の状況

（４）⺠間活⼒の活⽤等

現在、 マンホールポンプ、 下水処理場等の維持管理を民間事業者に委託し て、 効率的な施設の

管理を行い、 維持管理費の抑制を図っ ています。 また、 下水道使用料の徴収業務も 民間事業者へ

委託し ています。 指定管理者制度及び PPP/PFI については現状活用し ていません。 し かし なが

ら 、 令和 9（ 2027） 年度以降に汚水管改築の交付金を受けるには、 現在国土交通省が推進し てい

る「 ウォ ータ ーPPP 導入を決定済み」 が交付要件と なっ ているこ と から 、 導入検討に向けた準備

を本格的に進めていく ため、 今後基礎調査を含む導入可否の検討を予定し ています。

※出典： 国土交通省「 下水道における新たな PPP/PFI 事業の促進に向けた検討会（ 第 33 回）」
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（５）資産活⽤の状況

特にあり ません。 下水道処理時に発生する消化ガスの販売等は、 現状では取り 組んでいません

が、 今後活用の可否を検討し ていきます。

（６）広域化・共同化

特にあり ません。



10

1 決算統計・経営比較分析表による本町経営状況分析

（１）財務分析（収⽀等経年分析）

以下の表は令和元（ 2019） 年度から 令和 5（ 2023） 年度までの過去 5 年間における下水道事業

の財政状況を決算統計から 集計し たも ので、 経常的な活動の収支を示す収益的収支、 投資・ 企業

債の発行及び償還を示し た資本的収支の推移を記し たも のです。

処理区域内人口と は、 下水処理が開始さ れている処理区域に居住する人口を示し ます。

Ⅳ 現状分析
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■財政状況

◇下水道事業 （ 単位： 処理区域内人口 人 その他 千円）

令和元年度

（2019）

令和 2 年度

（2020）

令和 3 年度

（2021）

令和 4 年度

（2022）

令和 5 年度

（2023）

収益的収支Ｂ-Ｃ…Ａ 92,041 79,737 75,724 107,754 60,632

総収益①+②+③…Ｂ 195,445 170,295 180,532 210,736 161,203

営業収益① 67,315 73,618 72,969 69,358 54,800

営業外収益② 128,130 96,677 107,563 141,378 106,403

特別利益③ 0 0 0 0 0

総費用④+⑤+⑥…Ｃ 103,404 90,558 104,808 102,982 100,571

営業費用④ 86,590 75,848 92,256 92,630 92,474

営業外費用⑤ 16,814 14,710 12,552 10,352 8,097

特別損失⑥ 0 0 0 0 0

資本的収支Ｅ-Ｆ…Ｄ △ 87,916 △ 83,377 △ 85,539 △ 87,869 △ 89,575

資本的収入Ｅ 4,500 0 0 0 0

資本的支出Ｆ 92,416 83,377 85,539 87,869 89,575

実質収支 A-D 4,125 △ 3,640 △ 9,815 19,885 △ 28,943

処理区域内⼈⼝ 2,373 2,371 2,388 2,389 2,357

使用料収入(営業収益に含む) 67,315 73,618 72,949 69,338 54,790
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下水道事業の財政状況は次のと おり です。

■使用料収入の推移

令和 2 年度は新型コ ロナウイ ルス感染症の影響により 巣籠需要が増加し たため、収入が増加し

まし た。 し かし 、 それ以降は減少し ています。 令和 5 年度は公営企業会計移行に伴う 打切決算処

理の影響で、 例年より 低い数値と なっ ています。 直近 3 年間では処理区域内人口の減少に伴い、

使用料収入が微減傾向にあり ます。

■実質収支

黒字と 赤字の年度が存在する中で、 令和 4 年度までは良好な状態を維持し ています。 令和 5 年

度は、 公営企業会計移行に伴う 打切決算処理の影響によっ て、 例年より も 低い数値と なっ ていま

す。 令和 6 年度以降は、 公営企業会計への移行に伴い会計制度が大幅に変更さ れ、 減価償却費等

の非資金収支も 計上さ れるため、 収支状況が厳し く なるこ と が予測さ れます。

■資本的収支

現在、 大規模な工事は行われていないため、 過去の地方債償還が適宜実施さ れています。

（２）処理区域内⼈⼝・⽔洗便所設置済⼈⼝・⽔洗化率の推移

令和元（ 2019） 年度から 令和 5（ 2023） 年度までの過去 5 年間の下水道事業における営業収益

に影響を与える❶処理区域内人口、❷水洗便所設置済人口、❸水洗化率の推移は次のと おり です。

❶ 処理区域内人口（ 人）

処理区域内人口と は下水道等の整備が進み、 生活排水を処理でき るよう になっ た人口です。

❷ 水洗便所設置済人口（ 人）

水洗便所設置済人口と は水洗便所を設置・ 使用し ていて、 生活排水を適切に処理し ている人口

です。
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❸ 水洗化率（ ％）

水洗化率と は❶下水道処理区域内人口のう ち、 実際に排水設備等を設置し 、 下水道を利用し て

いる❷水洗便所設置済人口の割合です。

◇下水道事業 （ 単位： 人）

※決算統計より 算出

下水道事業、 特定環境保全下水道事業及び農業集落排水事業の処理区域内人口・ 水洗便所設置

済人口・ 水洗化率は次のと おり です。

下水道事業では処理区域内人口、 水洗便所設置済人口共に微増傾向です。

また、水洗化率が上がると 使用料収入が増加するのみなら ず、汚水が衛生的に処理さ れるので、

水質保全や公衆衛生の向上につながり ます。 現状、 水洗化率 100％ですが、 同数値の維持が重要

です。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

処理区域内人口 ① 2,373 2,371 2,388 2,389 2,357 

水洗便所設置済人口 ② 2,373 2,371 2,388 2,389 2,357 

水洗化率 ➁/➀×100 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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（３）汚⽔処理⽔量・有収⽔量・有収率の推移

令和元（ 2019） 年度から 令和 5（ 2023） 年度までの過去 5 年間の決算統計より 、 下水道事業に

おける営業利益に影響を与える❶年間総処理水量、 ❷年間有収水量、 ❸有収率の推移は次のと お

り です。

❶ 年間総処理水量（ ㎥）

年間総処理水量と は 1 年間における汚水処理水量の合計です。

❷ 年間有収水量（ ㎥）

年間有収水量と は 1 年間における下水処理し た全汚水量のう ち、下水道使用料徴収の対象と な

る水量です。

❸ 有収率（ ％）

有収率と は❶年間汚水処理水量のう ち❷年間有収水量の割合です。 有収率が低いほど、 使用料

徴収の対象と するこ と ができない不明水が多く 、 非効率的であるこ と を示し ています。
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◇下水道事業

※決算統計より 算出

下水道事業の有収率は次のと おり です。

下水道事業の総処理水量は微増し ていますが、 有収水量が微減し ているこ と から 、 相対的に有

収率が減少傾向であると いえます。

管路が老朽化すると 不明水が増加し 、 有収率が低下する傾向があるので、 引き 続き 計画的な管

路の点検、 修繕が必要です。

（４）経営比較分析表による現状分析

経営比較分析表は総務省が推進する「 見える化」 の一環と し て、 経営指標の経年比較や他公営

企業（ 類似団体平均） と の比較等を行い、 現状や課題等を的確に把握すると と も に、 経営状況を

わかり やすく 説明するために策定し ているも のです。
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本町においては、 下水道事業の経営比較分析表を公表し ています。 こ こ では、 既に公表さ れて

いる経営比較分析表による分析を行いまし た。 なお、 本戦略作成時点で各市町が公表し ているの

は令和 4（ 2022） 年度末のも のが最新であるため、 本町における令和元（ 2019） 年度から 令和 4

（ 2022） 年度の経年比較による分析と 、 令和 4（ 2022） 年度における県内の同型の類型区分団

体、 類似団体平均、 全国平均と 本町の経営指標を比較し 分析し まし た。

■類似団体区分一覧表

◇下水道事業

本町の類似団体区分は、 下水道事業は Cd２ に該当し ます。 以下の分析では県内近隣団体から

同型の類型区分の下水道事業の団体を選出し 、 経営比較分析表から 各種指標を比較し まし た。

下水道事業では本町と 同型の Cd２ 区分より 甘楽町、 中之条町を選出、 近隣の群馬県邑楽郡か

ら 明和町、 千代田町、 邑楽町を選出し 、 経営比較分析表から 指標の比較を行いまし た。

処理区域内⼈⼝区分 処理区域内⼈⼝密度区分 供用開始後年数別区分
類型
区分

団体数

3 万⼈未満

75 ⼈/ha 以上 Ca 3

50 ⼈/ha 以上

30 年以上 Cb1 25

15 年以上 Cb2 22

15 年未満 Cb3 4

25 ⼈/ha 以上

30 年以上 Cc1 153

15 年以上 Cc2 150

15 年未満 Cc3 19

25 ⼈/ha 未満

30 年以上 Cd1 122

15 年以上 Cd2 186

15 年未満 Cd3 11
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■比較団体

なお、 経営比較分析表の指標のう ち、 本戦略においては、 ❶経常収支比率、 ❷経費回収率、 ❸

汚水処理原価、 ❹水洗化率について比較し まし た。

❶経常収支比率（ ％）

基本算式： 経常収益／経常費用×10 0

経常収支比率は、 使用料収益や一般会計から の繰入金等の収益により 、 維持管理費や支払利息

等の費用を ど の程度賄えている かを 表す指標であり 、 単年度の収支が黒字である こ と を 示す

100％以上と なっ ているこ と が必要です。 数値が 100％未満の場合、 単年度の収支が赤字である

こ と を示し ているため、 経営改善に向けた取組が必要になり ます。

類型区分 比較団体

下水道事業

Cd２ 甘楽町、中之条町

群馬県

邑楽郡
明和町、千代田町、邑楽町
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■経常収支比率 経年比較 （ 単位： ％）

◇下水道事業

■経常収支比率 類似団体比較 令和 4 年度決算 （ 単位： ％）

◇下水道事業
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経常収支比率の分析ポイ ント は次のと おり です。

令和 2 年度および令和 3 年度においては、 収益率が 100％を 下回り 赤字の状況であり まし た

が、 令和 4 年度においては比較団体の中で最も 高い数値を記録し まし た。

❷ 経費回収率（ ％）

基本算式： 下水道使用料／汚水処理費（公費負担分を除く ）×10 0

経費回収率は、 使用料で回収すべき 経費を、 どの程度使用料で賄えているかを表し た指標であ

り 、 使用料水準等を評価するこ と が可能です。

地方公営企業法第 17 条の２ によると 、「 下水道事業の経営に伴う 収入をも っ て充てるこ と が適

当でない経費及び、当該事業の性質上能率的な経営を行っ ても なおその経営に伴う 収入のみをも

っ て充てるこ と が困難であると 認めら れる経費を除き 、当該事業の経営に伴う 収入をも っ て充て

なければなら ない」 と し ており 、 適正な経費負担区分を前提と し た「 独立採算の原則」 が定めら

れているこ と から 、 経費回収率が 100％以上になるこ と を求めら れています。

■経費回収率 経年比較 令和 4 年度決算 （ 単位： ％）

◇下水道事業
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■経費回収率 類似団体比較 令和 4 年度決算 （ 単位： ％）

◇下水道事業

経費回収率の分析ポイ ント は次のと おり です。

経費回収率は 100％に達し ておら ず、 経費を使用料収入で賄えていない状況です。 公営企業会

計移行後は独立採算制の原則が求めら れるため、 使用料を改定する等の改善が必要です。

❸ 汚水処理原価（ 円）

基本算式： 汚水処理費（公費負担分を除く ）／年間有収水量

汚水処理原価は、 有収水量１ ㎥あたり の汚水処理に要し た費用であり 、 汚水資本費・ 汚水維

持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコ スト を表し た指標です。

総務省が示す「 下水道事業における使用料回収対象経費に対する地方財政措置については、

最低限行う べき経営努力と し て、 全事業平均水洗化率及び使用料徴収月 3,000 円／20 ㎥を前提

と し て行われているこ と に留意するこ と 」（ 公営企業の経営に当たっ ての留意事項について平成

26 年 8 月 29 日総務省自治財政局公営企業課長・ 総務省自治財政局公営企業経営室長・ 総務省

74.85

95.74

66.59

75.92

82.84

84.46

81.11 

76.78

0.00 50.00 100.00

板倉町

明和町

千代田町

邑楽町

甘楽町

中之条町

５団体平均

類似団体平均
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自治財政局準公営企業室長） を基にし 、 汚水処理原価も 各自治体及び事業体に対し て経営改善

を求めています。

■汚水処理原価 経年比較 （ 単位： 円）

◇下水道事業
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■汚水処理原価 類似団体比較 令和 4 年度決算 （ 単位： 円）

◇下水道事業

汚水処理原価の分析ポイ ント は次のと おり です。

本町は標準活性汚泥法による下水処理施設を有し ており 、Ｏ Ｄ 法による下水処理を行っ ている

比較団体、流域関連下水道による下水処理をし ている比較団体に比べて維持管理費が掛かっ てい

ます。 また、 令和 4 年度は動力費の高騰の影響を受け、 比較団体や類似団体平均より も 汚水処理

原価が高く なっ ています。

建設工事

❹ 水洗化率（ ％）

基本算式： 現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口×１００

現在処理区域内人口のう ち、実際に水洗便所を設置し て汚水処理し ている水洗便所設置済人口

の割合を表し た指標です。 公共用水域の水質保全や、 使用料収入の増加等の観点から 100％と な

っ ているこ と が望まし いと さ れています。 収入増加に繋がる項目のため 100％未満である場合、

整備済地域に対する下水道接続への取組が必要です。
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■水洗化率 経年比較 （ 単位： ％）

◇下水道事業

■水洗化率 類似団体比較 令和 4 年度決算 （ 単位： ％）

◇下水道事業
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水洗化率の分析ポイ ント は次のと おり です。

水洗化率は毎年度 100％と なっ ており 、 比較団体や類似団体の平均より も 高い値を示し ていま

す。 今後も 地域の環境衛生向上を目指し て、 こ の数値を維持する必要があり ます。

（５）経営比較分析表を踏まえた本町の課題

本町の課題

■経費回収率が低い

経費回収率は 100％を下回っ ており 、 経費を使用料で賄えていない状況です。 一方で、 経常収

支比率が 100％を超えている理由は、 繰出基準を超える一般会計繰入金により 黒字を保っ ている

から であり 、 繰入金を減少さ せ、 経費回収率を向上さ せるこ と が課題です。

今後、 独立採算制の原則を満たすためにも 、 経費回収率 100％を目指し 、 収益の改善及び経費

の削減がより 一層必要です。

■汚水処理原価の増加

本町では、 標準活性汚泥法による処理施設を有し ている影響も あり 、 本数値が高く なっ ていま

す。 今後は、 動力費、 光熱水費、 燃料費の上昇やその他の物価上昇、 処理施設等の老朽化による

更新需要の増加により 、 汚水処理原価がさ ら に高騰する可能性があり ます。 そのため、 将来的な

値上げに対応でき るよう に、 収益の改善が必要です。



25

１．将来の事業予測

（１）下⽔道利⽤⼈⼝の予測

「 板倉町総合計画」 による、 国立社会保障・ 人口問題研究所の推計を基にし た、 本町の将来人

口予測は下表のと おり です。 令和 7（ 2025） 年度の 13,470 人と 20 年後の令和 27（ 2045） 年度

の 9,921 人を比較すると 3,549 人（ △26.3% ） 減少する見通し です。

■人口推計 （ 単位： 人）

※板倉町総合計画

13,470 
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また、 将来人口予測に基づき、 事業別で処理区域内人口と 水洗便所設置済人口、 有収水量を予

測し まし た。 下水道事業の処理区域では、 下水道の未普及地域の工事は終わっ ているため、 人口

減少に伴っ て減少し ていく と 予想さ れます。

■処理区域内人口と 水洗便所設置済人口 推計 （ 単位： 人）

◇下水道事業
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■有収水量 推計 （ 単位： ㎥）

◇下水道事業

（２）使⽤料収⼊の予測

水洗便所設置済人口から 将来の使用料の推移を予測し まし た。今後の使用料収入は水洗便所設

置済人口の推移に合わせて、 徐々に減少し ていく と 予想さ れます。

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

公共下水道事業 317,713 313,624 309,671 305,582 301,629 297,540 293,315 289,090 284,865 280,640 
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■使用料 事業別予測 （ 単位： 千円）

２．投資と財源の予測

（１）今後の事業の予定

本町の下水道事業では、 町の財政状況を踏まえながら 、 資産全体を対象と し て、 維持管理、 改

築・ 修繕を一体的に捉えて下水道施設を計画的かつ効率的に管理するスト ッ ク マネジメ ント 計画

を基に事業を進めていく 予定です。 また、 リ スク 評価を踏まえながら 、 具体的な施設管理目標及

び長期的な改築シナリ オを設定し ます。 その上で管渠施設の老朽化に対応するため、 管渠の調査

を行いつつ、 計画的に改築更新工事を行う こ と により 、 より 長く 安心安全に管渠施設が使えるよ

う 対策を行います。

（２）投資・財源の予測

令和 7（ 2025） 年度から 令和 16（ 2034） 年度までの今後 10 年間の建設改良費と 主な財源（ 国

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

公共下水道事業 51,000 48,183 47,576 46,948 46,340 45,712 45,063 44,414 43,765 43,116 
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庫補助金・ 企業債） については以下のと おり です。 令和 13（ 2031） 年度以降の財源不足分は内

部留保で充当する見込みです。

■投資計画（ 建設改良費推計） （ 単位： 千円）

◇下水道事業

■主な財源計画 （ 単位： 千円）

◇下水道事業

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度
(2025) (2026) (2027) (2028) (2029)

ストックマネジメメント計画 - 39,100 16,600 6,740 -
機器更新工事 6,602 6,000 5,000 - 6,000
合計 6,602 45,100 21,600 6,740 6,000

工事内容

令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度
(2030) (2031) (2032) (2033) (2034)

ストックマネジメメント計画 - 15,600 - - -
機器更新工事 - 10,000 - - -
合計 0 25,600 0 0 0

工事内容

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度
(2025) (2026) (2027) (2028) (2029)

企業債 6,600 23,400 12,800 3,300 5,400
国庫補助金 1 19,550 8,300 3,370 0
工事負担金 - - - - -
合計 6,601 42,950 21,100 6,670 5,400

財源内訳

令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度
(2030) (2031) (2032) (2033) (2034)

企業債 - 7,800 - - -
国庫補助金 0 7,800 - - -
工事負担金 - - - - -
合計 0 15,600 0 0 0

財源内訳
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３．その他の予測

（１）組織の予測

組織については、 今後も 最小の経費で最大の効果を挙げるよう にするため、 当面は職員の増員

を行わない予定であり 、 人件費は横ばいを想定し ています。

（２）経費の予測

維持管理費は、 過去 5 年間はほぼ横ばいで推移し ています。 今後は、 物価上昇によ る経費の増加や

経年劣化による施設等の修繕費の増加が想定さ れます。

なお、「 2020 年基準 消費者物価指数 全国 2024 年(令和６ 年)３ 月分及び 2023 年度(令和５ 年度)

平均」 の物価上昇の状況は以下のと おり です。

■概況（ 2023 年度(令和５ 年度)平均）

(1) 総合指数は 2020 年を 100 と し て 106.3

前年度比は 3.0％の上昇

(2) 生鮮食品を除く 総合指数は 105.9

前年度比は 2.8％の上昇

(3) 生鮮食品及びエネルギーを 除く 総合指数は 105.3

前年度比は 3.9％の上昇

■総合、 生鮮食品を除く 総合、 生鮮食品及びエネルギーを除く 総合の指数及び前年度比

※出典： 2020 年基準 消費者物価指数 総務省
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こ れら の指数から 、 物価が年々上昇し ているこ と がわかり ます。 し たがっ て、 本戦略においても

今後の経費に関し ては、 物価上昇に合わせて経費が増加し ていく こ と を 考慮するも のと し ます。

４．現状の課題への対応

こ れまで行っ てき た検証に基づき、抽出さ れた課題への対応策を整理すると 以下のと おり です。

○収益の確保

○経費回収率の向上（ 独立採算制の原則）

○人口の減少を踏まえた経営戦略の必要性

○継続性及び効率性を重視し た投資計画の策定と 進捗状況の検証

○今後の投資に向けた財源の確保

５．経営の基本方針と⽬標

人口減少や高齢化の進行、 節水機器の普及等による下水道使用料収入の減少に加えて、 施設・

設備の老朽化に伴う 改築・ 更新事業への投資の増大等、 今後の下水道事業を取り 巻く 経営環境は

ますます厳し く なるこ と が予想さ れます。

資本集約型産業である下水道事業では、 管渠施設や処理施設の健全性を維持するこ と が、 安定

し た経営を行う ための前提条件と なり ます。一方で、投資事業には多大な資金が必要になるため、

その「 投資試算」（ 投資事業にかかる費用の見通し ） と 「 財源試算」（ 下水道使用料収入等財源の

見通し ） を均衡さ せなければ、 下水道事業を持続さ せるこ と はでき ません。

し たがっ て、 こ の投資事業に必要な財源を確保し 、「 投資試算」 と「 財源試算」 を均衡さ せるた

めには、 徹底し た「 下水道事業の効率化・ 健全化」 に取り 組み、 事業運営にかかる経常的な経費

の削減と 適正な使用料の設定を進めるこ と で経営基盤の強化を図ると と も に、各施設の投資の最
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適化を進めるこ と が必要と なり ます。

下水道事業を取り 巻く こ れら の課題を考慮すると 、経費増大による財政の圧迫は避けら れない

も のと 考えら れ、独立採算制の原則を守り 継続的に経営可能な下水道事業の確立が急務であり ま

す。 そこ で本町では、 健全な経営を実現するために、 具体的に次の７ つの方針を設定し まし た。

基本方針❶ 収益の確保

経常収支比率は、 令和２ 年度は 97.91％、 令和３ 年度は 94.84％、 令和 5 年度は 84.78％と 赤字

でし た。 令和 5 年度は打切決算の影響も あり ますが、 公営企業会計移行後にさ ら なる経営の効率

化を図ると と も に、 財源を確保し 、 下水道事業が将来にわたっ て安定的にサービスの提供を継続

するこ と ができるよう 、必要に応じ て下水道使用料の改定について検討を行う こ と で収支の黒字

化を維持する必要があり ます。 また、 下水道使用料の算定対象と なら ない不明水の原因を突き 止

め対処し 、 有収水量の維持・ 増加を図り ます。

基本方針❷ 経費回収率 100％達成・ 維持

下水道事業の経費回収率が 100％を下回っ ており 、 経費を使用料で賄えていない状況です。 そ

の理由と し ては、 収入を一般会計から の他会計補助金（ 繰入金） で補っ ており 、 収支が均衡に保

たれているためです。

国土交通省が求める独立採算制の原則を満たすためにも 、 経費回収率 100％を目指し 、 収益の

改善及び経費の削減を行います。

基本方針❸ 効率的な投資

本町の下水道事業の施設等については、 供用開始から 26 年以上経過し ており 、 こ れまでも 定

期的な点検や設備更新、 修繕等により 老朽化対策を実施し てきまし た。 引き続き 各種投資事業に

係る優先順位を踏まえ、 効率的な投資を行う よう に努めます。 また、 投資に当たっ ての財源と し

て補助金等の活用を推進し 、 今後の財政的な負担を軽減するよう 努めます。
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基本方針❹ 適切で計画的な事業執行

維持管理費の増加傾向から 厳し い経営を強いら れており 、 財源が限ら れる中、 適正な事業計画

と 財政計画を基に、 健全な財政運営を目指し 持続可能な経営を行います。

また、令和 6（ 2024） 年度に公営企業会計へ移行し ており ますが、さ ら に経営の透明性を高め、

経営状況をわかり やすく 提供でき るよう 努めます。

基本方針➎ 下水道事業の理解促進

下水道については、 衛生的で快適な生活を送るために欠かせない施設であるにも 関わら ず、 普

段は目につく こ と が少ないため、 住民の理解を得ら れにく い状況にあり ます。

下水道事業を持続的かつ安定的に運営し ていく ためにも 、地域住民に対し て下水道の役割や仕

組み等、 基本的な事項から 経営状況等も 含めた情報発信を積極的に行い、 理解促進を図り ます。

基本方針➏ 人材の育成

日常の施設管理を適切に行い、 施設の長寿命化を図るため、 また、 人口減少等の社会情勢の変

化に伴う 新たな課題に柔軟に対応するために、各種研修会への参加等により 職員の育成に努めま

す。

基本方針❼ 経営戦略の定期的な見直し

人口減少に伴い使用料収入が減少する一方で、 既存施設の老朽化が進み、 大規模な更新及び改

修工事が必要になるため、 今後の施設の更新需要や使用水量、 財務状況の検証等を行い、 経営戦

略においては、 原則５ 年ごと に見直し 、 改定するこ と と し ます。
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１．シミュレーションの設定条件

投資事業に必要な財源を確保し て、 少なく と も「 投資試算」 と 「 財源試算」 を均衡さ せなけれ

ば下水道事業を持続さ せるこ と はでき ません。

今後の下水道事業は、 施設更新がメ イ ンと なっ ていきます。 計画的かつ効率的な更新を行い、

場合によっ てはスペッ ク ダウンやダウンサイ ジングを図り 、「 投資の最適化」 や「 経営の効率化」

を進め、 投資費用の圧縮に努めます。

また、 事業運営にかかる経常的なコ スト を削減するための研究を行い、「 経営の効率化」 を図

り ます。 そし て「 投資の最適化」 や「 経営の効率化」 を進めつつ、 事業を健全に持続さ せるため

には、 不足する財源を確保する必要があり ます。 赤字補填のための一般会計から の繰入金に頼る

のではなく 、 公営企業会計の本旨である独立採算制の原則のも と 、「 下水道使用料金の見直し 」

も 検討する必要があり ます。

そこ で、 投資・ 財政計画を策定するにあたり 、 地方公営企業法に基づき 、 減価償却費等を踏ま

え、 公営企業会計にあわせたシミ ュ レーショ ンを行いまし た。 シミ ュ レーショ ンの設定条件につ

いては以下のと おり です。

Ⅵ 投資・財政計画（シミュレーション）
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■収益的収支 設定条件

算出条件

令和7（2025）年度以降は、使用料の予測に基づき算出

他会計補助金 本町の支給要件を基に収支不足分を試算の上で設定
令和7（2025）年度以降は、過去の⻑期前受金戻⼊及び今後の投資に対す
る⻑期前受金戻⼊に基づき算出
主に消費税還付分。令和7（2025）年度以降は、過去実績を基に算出

人員の変更はないため、令和7（2025）年度以降はほぼ同数値で算出

動力費 物価高騰を考慮し令和7（2025）年度以降は、令和16（2034）年度まで段
階的に約7%増加で算出

修繕費
今後の修繕計画に基づいて、令和8（2026）年度以降は令和7（2025）年
度から令和13（2031）年度まで12,000千円の増加の見込み。その後も経年劣
化を考慮し、125％増加で算出

委託料 物価高騰を考慮し令和7（2025）年度以降は、令和16（2034）年度まで段
階的に約7%増加で算出

その他 物価高騰を考慮し令和7（2025）年度以降は、令和16（2034）年度まで段
階的に約7%増加で算出
令和7（2025）年度以降は、過去の減価償却及び今後の投資に対する減価
償却に基づき算出

主に借⼊金利息、過誤納還付金。償還予定及び今後の投資に対する起債に基
づき算出
令和7（2025）年度以降は、過去実績を基に算出
投資計画より算出
企業債償還に充当する繰⼊金として算出
投資計画より算出
過去実績を踏まえ算出
投資計画より算出
償還予定及び今後の投資に対する起債に基づき算出

補填財源 令和7（2025）年度以降は、「減価償却費−⻑期前受金戻⼊」をベースとし充
当可能分を算出
企業債残高＝前年度残高＋当年度企業債発⾏額−当年度企業債償還額

損益勘定留保資金

企業債残高

資
本
的

収
⼊

企業債
他会計補助金
国県補助金
工事負担金

資
本

的
支出

建設改良費
企業債償還金

収
益
的
支
出

営業費用
職員給与費
経費

減価償却費

営業外費用

 支払利息

 その他

項目

収
益
的
収
⼊

営業収益
 使用料収⼊
営業外収益
補助金

 ⻑期前受金戻⼊

 その他
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２．投資財政計画（現状予測パターン）

（１）現状予測に基づく投資・財政計画

今後の予測やシミ ュ レーショ ン設定条件に基づき 本戦略の計画期間である令和 16（ 2034） 年

度まで投資・ 財政計画を策定し まし た。
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,7

5
4

3
,7

0
8

3
,7

5
3

3
,6

9
5

3
,6

3
9

(1
)

1
0
,3

5
2

8
,0

9
7

5
,9

2
0

3
,8

6
6

2
,3

4
6

1
,6

4
8

1
,2

3
2

1
,1

2
3

1
,0

0
4

9
5
8

1
,0

0
3

9
4
5

8
8
9

(2
)

2
7

2
,8

4
7

2
,7

5
0

2
,8

4
9

2
,7

5
0

2
,7

5
0

2
,7

5
0

2
,7

5
0

2
,7

5
0

2
,7

5
0

2
,7

5
0

2
,7

5
0

2
,7

5
0

(D
)

9
9
,3

6
2

1
0
0
,5

7
1

2
4
9
,9

6
1

2
4
3
,1

1
6

2
7
0
,8

8
3

2
5
6
,9

6
2

2
5
8
,1

9
8

2
5
9
,7

2
0

2
5
9
,4

3
1

2
7
5
,1

8
4

2
5
5
,3

8
4

2
5
5
,9

4
8

2
5
6
,4

9
9

(E
)

1
1
1
,3

7
4

5
5
,6

5
2

3
4

1
2

1
0

8
7

8
9

8
8

8
(F

)
0

8
3
4

(G
)

0
2
,9

5
0

(H
)

0
0

△
 2

,1
1
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1
1
,3

7
4

5
5
,6

5
2

△
 2

,1
1
3

4
1
2

1
0

8
7

8
9

8
8

8
(I

)
△

 2
,1

1
3

△
 2

,1
0
9

△
 2

,0
9
7

△
 2

,0
8
7

△
 2

,0
7
9

△
 2

,0
7
2

△
 2

,0
6
4

△
 2

,0
5
5

△
 2

,0
4
7

△
 2

,0
3
9

△
 2

,0
3
1

令
和

8
年

度
令

和
9
年

度
令

和
1
0
年

度
令

和
1
1
年

度
令

和
1
2
年

度
令

和
1
3
年

度
令

和
1
4
年

度
令

和
1
5
年

度
令

和
1
6
年

度

収 益 的 収 入

営
業

収
益

料
金

収
入

そ
の

他
営

業
外

収
益

補
助

金
他

会
計

補
助

金
そ

の
他

補
助

金

雨
水

処
理

負
担

金
受

託
工

事
収

益

ス
ト

マ
ネ

長
期

前
受

金
戻

入
そ

の
他

収
入

計
営

業
費

用
職

員
給

与
費

基
本

給
退

職
給

付
費

そ
の

他
経

費

収 益 的 収 支

収 益 的 支 出

委
託

料
負

担
金

そ
の

他

繰
越

利
益

剰
余

金
又

は
累

積
欠

損
金

そ
の

他
支

出
計

経
常

損
益

(C
)-

(D
)

減
価

償
却

費
営

業
外

費
用

支
払

利
息

動
力

費
光

熱
水

費
修

繕
費

特
別

利
益

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-

(G
)

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(E

)+
(H

)

官
庁

会
計

企
業

会
計
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3
8

■
資

本
的

収
支

現
状

予
測

に
基

づ
く

投
資

・
財

政
計

画

◇
板

倉
町

下
水

道
事

業
（

単
位

：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度
令

和
4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
（

決
算

）
（

決
算

見
込

）
（

予
算

）

１
．

0
9
,1

0
0

1
,9

0
0

8
,2

0
0

2
4
,9

0
0

1
2
,8

0
0

3
,3

0
0

5
,4

0
0

0
7
,8

0
0

0
0

0

２
．

３
．

6
2
,4

3
3

7
4
,7

3
3

6
2
,1

2
1

3
7
,1

6
6

1
0
,2

0
4

1
1
,3

1
8

8
,2

3
1

4
,6

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

４
．

５
．

６
．

0
0

0
1

1
9
,5

5
0

8
,3

0
0

3
,3

7
0

0
0

7
,8

0
0

0
0

0

７
．

８
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

９
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(A
)

0
9
,1

0
0

6
4
,3

3
3

8
2
,9

3
4

1
0
6
,5

7
1

5
8
,2

6
6

1
6
,8

7
4

1
6
,7

1
8

8
,2

3
1

2
0
,2

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(C
)

0
9
,1

0
0

6
4
,3

3
3

8
2
,9

3
4

1
0
6
,5

7
1

5
8
,2

6
6

1
6
,8

7
4

1
6
,7

1
8

8
,2

3
1

2
0
,2

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

1
0

0
0

6
,6

0
2

4
5
,1

0
0

2
1
,6

0
0

6
,7

4
0

6
,0

0
0

0
1
5
,6

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

2
8
7
,8

6
9

8
9
,5

7
5

8
7
,3

5
0

7
6
,3

3
2

6
2
,1

2
1

3
7
,1

6
6

1
0
,2

0
4

1
1
,3

1
8

8
,2

3
1

4
,6

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

3 4 5
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(D
)

8
7
,8

6
9

8
9
,5

7
5

8
7
,3

5
0

8
2
,9

3
4

1
0
7
,2

2
1

5
8
,7

6
6

1
6
,9

4
4

1
7
,3

1
8

8
,2

3
1

2
0
,2

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

(E
)

8
7
,8

6
9

8
0
,4

7
5

2
3
,0

1
7

0
6
5
0

5
0
0

7
0

6
0
0

0
0

0
0

0

1
2
3
,0

1
7

6
5
0

5
0
0

7
0

6
0
0

2 3 ４
．

(F
)

0
0

2
3
,0

1
7

0
6
5
0

5
0
0

7
0

6
0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(G
)

(H
)

3
6
9
,4

8
4

2
8
9
,0

0
9

2
0
3
,5

5
9

1
3
5
,4

2
7

9
8
,2

0
6

7
3
,8

4
0

6
6
,9

3
6

6
1
,0

1
8

5
2
,7

8
7

5
5
,8

9
1

5
1
,5

6
1

4
7
,3

9
7

4
3
,9

8
3

○
他

会
計

繰
入

金

年
　

　
　

　
　

度
令

和
4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
（

決
算

）
（

決
算

見
込

）
（

予
算

）

1
4
0
,5

5
3

1
0
5
,5

6
3

8
6
,9

9
3

8
0
,6

8
8

1
0
6
,8

8
2

9
3
,0

3
0

9
4
,5

5
5

9
6
,5

4
8

9
6
,8

8
7

1
1
3
,2

8
9

9
3
,8

9
8

9
5
,1

1
1

9
6
,3

1
1

9
8
,2

4
1

9
8
,5

2
2

8
3
,1

1
6

7
6
,1

5
5

1
0
6
,8

8
2

9
3
,0

3
0

9
4
,5

5
5

9
6
,5

4
8

9
6
,8

8
7

1
1
3
,2

8
9

9
3
,8

9
8

9
5
,1

1
1

9
6
,3

1
1

4
2
,3

1
2

7
,0

4
1

3
,8

7
7

4
,5

3
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

6
2
,4

3
3

7
4
,7

3
3

6
2
,1

2
1

3
7
,1

6
6

1
0
,2

0
4

1
1
,3

1
8

8
,2

3
1

4
,6

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

6
2
,4

3
3

7
4
,7

3
3

6
2
,1

2
1

3
7
,1

6
6

1
0
,2

0
4

1
1
,3

1
8

8
,2

3
1

4
,6

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

1
4
0
,5

5
3

1
0
5
,5

6
3

1
4
9
,4

2
6

1
5
5
,4

2
1

1
6
9
,0

0
3

1
3
0
,1

9
6

1
0
4
,7

5
9

1
0
7
,8

6
6

1
0
5
,1

1
8

1
1
7
,9

8
5

9
8
,2

2
8

9
9
,2

7
5

9
9
,7

2
5

合
計

令
和

9
年

度
令

和
1
0
年

度
令

和
1
1
年

度

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

令
和

8
年

度

収
益

的
収

支
分

令
和

1
2
年

度
令

和
1
3
年

度

企
業

債
残

高

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
  

  
 　

　
  

  
(D

)-
(C

)

補 塡 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

令
和

1
4
年

度
令

和
1
5
年

度
令

和
1
6
年

度

補
塡

財
源

不
足

額
(E

)-
(F

)

他
会

計
借

入
金

残
高

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

そ
の

他

計

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入

企
業

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
補

助
金

他
会

計
負

担
金

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金

そ
の

他

計

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

純
計

(A
)-

(B
)

令
和

1
5
年

度
令

和
1
6
年

度
令

和
1
0
年

度
令

和
8
年

度
令

和
9
年

度
令

和
1
4
年

度
令

和
1
1
年

度
令

和
1
2
年

度
令

和
1
3
年

度

官
庁

会
計

企
業

会
計
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3
9

■
他

会
計

繰
入

金
現

状
予

測
に

基
づ

く
投

資
・

財
政

計
画

◇
板

倉
町

下
水

道
事

業
（

単
位

：
千

円
）

■
投

資
・

財
政

計
画

に
お

け
る

ポ
イ

ン
ト

○
収

益
的

収
支

の
悪

化

今
後

の
下

水
道

施
設

の
経

年
劣

化
に

伴
い

、
修

繕
費

が
増

加
す

る
た

め
、

計
画

年
度

内
の

収
益

的
収

支
は

マ
イ

ナ
ス

に
な

り
ま

せ
ん

が
、

利
益

剰
余

金
が

計
上

で
き

な
い

見
込

み
で

す
。

○
経

費
回

収
率

の
悪

化

使
用

料
収

入
の

減
少

と
物

価
上

昇
等

に
よ

る
経

費
の

増
加

に
よ

っ
て

、
経

費
回

収
率

が
低

下
し

て
い

き
ま

す
。

経
費

を
使

用
料

で
賄

う
独

立
採

算
制

の
原

則
を

満
た

し
て

い
な

い
状

況
で

す
。

■
経

費
回

収
率

推
移

（
単

位
：

％
）

〇
補

填
財

源

表
内

の
資

本
的

収
支

の
補

填
財

源
と

し
て

、
損

益
勘

定
留

保
資

金
、

当
年

度
の

未
処

分
利

益
剰

余
金

等
を

活
用

し
て

い
ま

す
。

今
後

の
下

水
道

事
業

の
補

填
財

源
不

足
分

は
、

過
年

度
の

損
益

勘
定

留
保

資
金

や
積

立
金

等
で

補
填

す
る

見
込

み
で

す
。

年
　

　
　

　
　

度
令

和
4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
（

決
算

）
（

決
算

見
込

）
（

予
算

）

1
4
0
,5

5
3

1
0
5
,5

6
3

8
6
,9

9
3

8
0
,6

8
8

1
0
6
,8

8
2

9
3
,0

3
0

9
4
,5

5
5

9
6
,5

4
8

9
6
,8

8
7

1
1
3
,2

8
9

9
3
,8

9
8

9
5
,1

1
1

9
6
,3

1
1

9
8
,2

4
1

9
8
,5

2
2

8
3
,1

1
6

7
6
,1

5
5

1
0
6
,8

8
2

9
3
,0

3
0

9
4
,5

5
5

9
6
,5

4
8

9
6
,8

8
7

1
1
3
,2

8
9

9
3
,8

9
8

9
5
,1

1
1

9
6
,3

1
1

4
2
,3

1
2

7
,0

4
1

3
,8

7
7

4
,5

3
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

6
2
,4

3
3

7
4
,7

3
3

6
2
,1

2
1

3
7
,1

6
6

1
0
,2

0
4

1
1
,3

1
8

8
,2

3
1

4
,6

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

6
2
,4

3
3

7
4
,7

3
3

6
2
,1

2
1

3
7
,1

6
6

1
0
,2

0
4

1
1
,3

1
8

8
,2

3
1

4
,6

9
6

4
,3

3
0

4
,1

6
4

3
,4

1
4

1
4
0
,5

5
3

1
0
5
,5

6
3

1
4
9
,4

2
6

1
5
5
,4

2
1

1
6
9
,0

0
3

1
3
0
,1

9
6

1
0
4
,7

5
9

1
0
7
,8

6
6

1
0
5
,1

1
8

1
1
7
,9

8
5

9
8
,2

2
8

9
9
,2

7
5

9
9
,7

2
5

合
計

令
和

9
年

度
令

和
1
0
年

度
令

和
1
1
年

度

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

令
和

8
年

度

収
益

的
収

支
分

令
和

1
2
年

度
令

和
1
3
年

度
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40

３．収支改善のための投資財政計画

前項における検証の結果、 現状予測に基づく 投資・ 財政計画で想定さ れる課題に対し て、 改善

に向けた投資・ 財政計画を以下の条件で試算し ます。

下記の２ つのシミ ュ レーショ ンパタ ーンで検討し ます。

下記のシミ ュ レーショ ンパタ ーンは次の２ パタ ーンを検討し ます。両パタ ーンと も に本戦略期

間で 1 回の使用料改定を想定し ています。

シミ ュ レーショ ンパタ ーン①

令和 10（ 2028） 年度に下水道使用料を 5％改定

シミ ュ レーショ ンパタ ーン②

令和 10（ 2028） 年度に下水道使用料を 15％改定

現状予測に基づく 投資・ 財政計画に対し て上記年度で使用料改定を行い、 営業収益が増加する

よう に試算し まし た。 シミ ュ レ ーショ ンでは本戦略期間内で 1 回の使用料改定を 想定し ていま

す。 そのほかの条件は現状予測に基づく 投資・ 財政計画と 変更あり ません。 以下のシミ ュ レーシ

ョ ンパタ ーンでは、 資本的収支及び他会計繰入金は前項の現状予測に基づく 投資・ 財政計画と 同

じ であるため省略し ます。
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投資・ 財政計画におけるポイ ント

■シミ ュ レーショ ンパタ ーン①

令和 10（ 2028） 年度に 5％の使用料改定

○収益的収支の改善

現状予測に基づく 投資・ 財政計画と 比較し て、 令和 10（ 2028） 年度の使用料改定以降で収益

的収支が改善し 計画年度で黒字を計上し 、 利益剰余金を計上するこ と ができます。

○経費回収率の改善

計画最終年度で 92.59% と なり ますが、100％には達し ないため、収入増加の取り 組みが必要と

なり ます。

■シミ ュ レーショ ンパタ ーン②

令和 10（ 2028） 年度に 15％の使用料改定

○収益的収支の改善

シミ ュ レ ーショ ンパタ ーン①同様に、 現状予測に基づく 投資・ 財政計画と 比較し て、 令和 10

（ 2028） 年度の使用料改定以降で収益的収支が改善し 、 計画年度で黒字を計上し 、 利益剰余金を

計上するこ と ができ ます。

○経費回収率の改善

計画年度で 100％を上回り 、経費を使用料で賄う こ と ができ ます。こ の水準を維持するこ と で、

下水道事業全体で経費を使用料で賄う こ と ができ、 独立採算制の原則を満たすこ と ができ ます。

○利益剰余金

シミ ュ レーショ ンパタ ーン②で当初の目標である、「 収益の確保」、「 経費回収率 100％達成・ 維

持」 は可能である。 し かし 、 将来の投資に充当する財源確保の観点で考慮すると 、 計画最終年度

の令和 16（ 2034） 年度で、 シミ ュ レーショ ンパタ ーン①と ②では、 利益剰余金に約 32,000 千円

の差異が発生する。
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４．各種パターンによる投資・財政計画の総括

以下は各シミ ュ レーショ ンパタ ーンと その結果をまと めたも のです。

シミ ュ レーショ ンパタ ーン①

令和 10（ 2028） 年度に下水道使用料を 5％改定

シミ ュ レーショ ンパタ ーン②

令和 10（ 2028） 年度に下水道使用料を 15%改定

■各年度の使用料収入 （ 単位： 千円）

■各年度の当年度純利益 （ 単位： 千円）

■各年度の利益剰余金 （ 単位： 千円）

■各年度の経費回収率 （ 単位： % ）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
現状維持 51,000 48,183 47,576 46,948 46,340 45,712 45,063 44,414 43,765 43,116
シミュレーションパターン① 51,000 48,183 47,576 49,295 48,657 47,998 47,316 46,635 45,953 45,272
シミュレーションパターン➁ 51,000 48,183 47,576 53,990 53,291 52,569 51,822 51,076 50,330 49,583

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
現状維持 4 12 10 8 7 8 9 8 8 8
シミュレーションパターン① 4 12 10 2,355 2,324 2,294 2,262 2,229 2,196 2,164
シミュレーションパターン➁ 4 12 10 7,050 6,958 6,865 6,768 6,670 6,573 6,475

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
現状維持 △2,109 △2,097 △2,087 △2,079 △2,072 △2,064 △2,055 △2,047 △2,039 △2,031
シミュレーションパターン① △2,109 △2,097 △2,087 268 2,592 4,886 7,148 9,377 11,573 13,737
シミュレーションパターン➁ △2,109 △2,097 △2,087 4,963 11,921 18,786 25,554 32,224 38,797 45,272

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
現状維持 91.78% 88.25% 89.50% 89.22% 88.89% 88.72% 86.89% 88.74% 88.46% 88.18%
シミュレーションパターン① 91.78% 88.25% 89.50% 93.68% 93.33% 93.15% 91.24% 93.18% 92.89% 92.59%
シミュレーションパターン➁ 91.78% 88.25% 89.50% 102.60% 102.22% 102.03% 99.93% 102.05% 101.73% 101.41%
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■総括

○収益的収支

各パタ ーンで計画期間中に黒字を維持でき ます。

〇経費回収率

シミ ュ レーショ ンパタ ーン②（ 令和 10（ 2028） 年度に 15％の使用料改定） を選択するこ と に

よっ て、 経費を使用料で賄う 独立採算制の原則を満たすこ と ができ ます。

○利益剰余金

将来の投資財源と し て活用でき る利益剰余金ですが、シミ ュ レーショ ンパタ ーン①②と も に利

益剰余金は確保でき ますが、 シミ ュ レーショ ンパタ ーン➁の方がより 多く の財源を見込めます。

○使用料改定の検討

今回のシミ ュ レーショ ンパタ ーンを考慮し 、 今後 10 年間において収支の改善を目指すため、

使用料改定の実施を検討し ます。使用料改定の実施の可否や改定幅等の詳細に関し ては下水道審

議会等を経て決定し 、 長期的な経営改善を目指すこ と と し ます。

収支の改善や経費回収率の向上を目指し、使用料の改定を検討する
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５．シミュレーションに基づく 「経費回収率向上へのロードマップ」

（１）今後の経費回収率向上へのロードマップ

本戦略の計画期間における目標達成に向けて、 目標値の推移を設定し 、 下水道事業では次に示

すロード マッ プで取組を実施し ます。

特に使用料改定については検討、 協議、 実施、 検証の流れを確立し 、 改定以降も 本戦略を含め

た見直し 及び改定を実施し ます。

❶ 経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限

■経費回収率 目標 （ 単位： ％）

■経常収支比率 目標 （ 単位： ％）

■経費回収率向上へのロード マッ プ

年度 収益確保の活動 経費削減の活動 経営戦略改定

令和７（2025）年度 使用料改定の協議・検討 コスト効率化に向けた協議・検討
令和８（2026）年度 使用料改定の協議・検討/審議会
令和９（2027）年度 使用料改定の協議・検討
令和10（2028）年度 使用料改定
令和11（2029）年度 効果検証 経営戦略改定
令和12（2030）年度 効果検証
令和13（2031）年度 使用料改定の協議・検討
令和14（2032）年度 使用料改定の協議・検討
令和15（2033）年度 効果検証
令和16（2034）年度 効果検証 経営戦略改定

令和 5（2023）年度
実績

令和 10（2028）年度
⽬標

令和 16（2034）年度
⽬標

下水道事業 53.86% 90% 90%

令和 5（2023）年度
実績

令和 10（2028）年度
⽬標

令和 16（2034）年度
⽬標

下水道事業 84.78％ 100% 100%
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❷ 収入増加及び支出削減のための具体的取組と 実施時期

収入の増加については、 下水道使用料改定は実施の可否を含めて検討し 、 令和 10（ 2028） 年

度に改定と し 、 目標値の達成と 継続を目指し ます。 支出削減については、 処理場統合等を今後検

討課題と し 、 収益の更なる改善を目指し ます。

（２）社会資本整備総合交付⾦について

以下は国土交通省より 発出さ れた、 社会資本整備総合交付金の交付要件です。

■国交省通知

社会資本整備総合交付金等の交付にあたっ ての要件等の運用について

（ 令和６ 年４ 月１ 日 国土交通省水管理・ 国土保全局 下水道部下水道事業課長より ）

５ ． 使用料改定の必要性の検討に係る要件

（ １ ） 対象地方公共団体

全ての地方公共団体。

（ ２ ） 使用料改定の必要性の検討方法

令和 2 年度の予算・ 決算が公営企業会計に基づく も のに移行し ている 団体については、 令和

2 年度以降、 少なく と も 5 年に 1 回の頻度で、 下水道使用料の改定の必要性に関する検証を

行う と と も に、 検証結果を踏まえ、 経費回収率の向上に向けたロード マッ プ(概ね 10 年程度

での段階的な使用料適正化や経営改善等の具体的取組、 実施予定時期及び業績指標を 記載

（ 有識者等の意見を 聴いて策定さ れたも の）） を 経営戦略に記載するこ と 。 また、 令和 2 年

度の予算・ 決算が公営企業会計に基づく も のに移行し ていない団体については、 公営企業会

計に基づく 予算・ 決算に移行し た年度以降、 少なく と も 5 年に 1 回の頻度で、 下水道使用料

の改定の必要性に関する検証を 行う と と も に、 検証結果を 踏まえ、 経費回収率の向上に向け

たロード マッ プを 経営戦略に記載するこ と 。

（ ３ ） 国土交通省への報告及び公表

（ ２ ） に従いロード マッ プが記載さ れた経営戦略を 国土交通省へ提出すると と も に、 ホームペ

ージ等において公表するこ と 。
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①経営健全化に関する目標年限及び定量的な業績指標

経営健全化に関する目標年限は、 本経営戦略の計画期間の最終年度である令和 16（ 2034） 年度と

し ます。 また、 経営健全化に関する定量的な業績指標を、「 経費回収率」、「 経常収支比率」 と し 、 目標

年限までの各業績指標を設定し まし た。

■社会資本整備総合交付金の交付要件について

引用： 全国下水道主管課長会議 「 本編・ 管理企画指導室」（ 令和 5 年 4 月 24 日） 開催資料 より

６．投資・財政計画に未反映の取組や今後予定の取組概要

❶ 広域化・ 共同化・ 最適化に関する事項

広域化・ 共同化・ 最適化については、 現行の動き 以外で計画期間では具体的な動き はあり ませ

んが、 群馬県の計画を踏まえ対応を検討し ます。
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❷ 投資の平準化に関する事項

本戦略の建設計画はスト ッ ク マネジメ ント 計画や既存計画を基に試算し まし た。

❸ 民間の活力の活用に関する事項（ 包括的民間委託、 指定管理者制度、 PPP/PFI 等）

ウォ ータ ーPPP 導入の可否を検討し ていき ます。将来の負担減を考慮し 、引き 続き 民間委託や

複数年契約等による経費削減を図り ます。

将来的には職員の技術力の維持を考慮し つつ、委託業務の範囲拡大等について検討し ていき ま

す。

❹ 投資以外の経費についての検討状況等

職員給与費に関し ては、 現況は最低限の人員で対応のため変更はあり ません。

委託費に関し ては、 複数年契約をし ている維持管理業務等の委託業務に関し て、 包括的民間委

託と し て複数年契約と するこ と で、 更なる経費削減が可能か今後検討し ていき ます。 それ以外の

経費削減の取組については、 将来の経営状況を鑑み、 実現可能なも のについては適宜検討し てい

きます。

❺使用料の見直し に関する事項

本戦略の計画期間においては、 使用料算定、 下水道審議会での検討、 住民への周知等に少なく

と も 3 年を要すると 考えら れるため、 令和 10（ 2028） 年度に使用料改定を検討し ます。 それ以

降も 社会情勢等の急激な変化により 投資・ 財政計画の見直し が必要になっ た場合には、 使用料の

見直し について適宜検討を行います。

（３）原価計算

先述の投資・ 財政計画にも 記載のと おり 、 今後、 使用料の適正化をより 一層図る必要があるた

め、 原価計算を導入し ます。

地方公営企業の使用料については、「 公正妥当なも のでなければなら ず、 かつ、 能率的な経営

の下における適正な原価を基礎と し 、地方公営企業の健全な運営を確保するこ と ができ るも ので

なければなら ない」 と さ れています。 こ れら を踏まえた上で、 総務省においては使用料の設定に

ついて、 以下を留意事項と し ています。
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・ 社会情勢、 経営環境の変化に応じ て適切な使用料と なるよう 、 ３ 年から ５ 年内の経営戦略の

改定の際に使用料水準等を検証し 、 必要な改定の検討を行う こ と 。 その際、 施設の老朽化の

実態や経営の将来見通し について住民や議会にわかり やすく 公表し 、 議論するこ と 。

・ 総括原価主義の原則に基づき 、 狭義の原価を基礎と し 事業報酬を加えるこ と 。 その際、 経営

改善合理化を一層徹底し 、 原価を極力抑制すると と も に、 特に水道事業や下水道事業など、

将来にわたっ て安定的に事業を継続する必要がある事業については、 施設の計画的な更新の

原資を確保するため、 事業報酬と し て必要な資産維持費を算定するこ と を検討するこ と 。

・ 人口減少等の経営環境の変化に対応するため、 将来にわたり 健全な経営を確保でき る水準と

すると と も に、 使用料体系（ 例えば、 基本使用料と 従量使用料の比率等） についても 適切に

配意するこ と 。

こ れら に基づき 、 本町においては、 原価計算の算出を実施し ます。
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■原価計算（ 現状維持）

供用開始年月日 平 成 10 年 3 月 31 日

処理区域内人口 2,357　人

計算期間 自令和7年4月 至令和17年3月

（　10　年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

49,809 46,212 46,212

0

0

49,809 46,212 0 46,212

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

1,735 1,735

0

0

0 1,735 0 1,735

給 料 0 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

8,907 11,310 11,310 0

6,153 12,724 12,724

0

1,020 1,091 1,091 0

36,253 47,769 45,159 2,610

1,106 1,183 1,183 0

53,439 74,077 58,743 15,334

給 料 22,675 22,780 22,780 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

5,522 7,138 7,138

10,838 11,094 7,467 3,627

39,035 41,012 30,247 10,765

8,097 1,501 1,501 0

140,808 116,654 24,154

8,097 142,309 118,155 24,154

100,571 259,133 207,145 51,988

51,988

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 88.89

金　　　　　　　　額

金　　　　　　　　額

収　入　の　部

支　　出　　の　　部

項 目

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

原価計算表

項 目

使 用 料 (X)

委 託 料

人
件
費

動 力 費処
理
場
費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

小 計

小 計

そ の 他

一
 

般
 

管
 

理
 

費

流 域 下 水 道 事 業 維 持 管 理 費
負 担 金

委 託 料

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

人
件
費

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

小 計

資
本
費

支 払 利 息
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■原価計算（ シミ ュ レーショ ンパタ ーン①）

供用開始年月日 平 成 10 年 3 月 31 日

処理区域内人口 2,357　人

計算期間 自令和7年4月 至令和17年3月

（　10　年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

49,809 47,789 47,789

0

0

49,809 47,789 0 47,789

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

1,735 1,735

0

0

0 1,735 0 1,735

給 料 0 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

8,907 11,310 11,310 0

6,153 12,724 12,724

0

1,020 1,091 1,091 0

36,253 47,769 45,159 2,610

1,106 1,183 1,183 0

53,439 74,077 58,743 15,334

給 料 22,675 22,780 22,780 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

5,522 7,138 7,138

10,838 11,094 7,467 3,627

39,035 41,012 30,247 10,765

8,097 1,501 1,501 0

140,808 116,654 24,154

8,097 142,309 118,155 24,154

100,571 259,133 207,145 51,988

51,988

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 91.92

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

小 計

合 計 (Y)

一
 

般
 

管
 

理
 

費

人
件
費

流 域 下 水 道 事 業 維 持 管 理 費
負 担 金

委 託 料

そ の 他

小 計

小 計

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

委 託 料

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)
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■原価計算（ シミ ュ レーショ ンパタ ーン②）

供用開始年月日 平 成 10 年 3 月 31 日

処理区域内人口 2,357　人

計算期間 自令和7年4月 至令和17年3月

（　10　年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

49,809 50,942 50,942

0

0

49,809 50,942 0 50,942

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

1,735 1,735

0

0

0 1,735 0 1,735

給 料 0 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

8,907 11,310 11,310 0

6,153 12,724 12,724

0

1,020 1,091 1,091 0

36,253 47,769 45,159 2,610

1,106 1,183 1,183 0

53,439 74,077 58,743 15,334

給 料 22,675 22,780 22,780 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

5,522 7,138 7,138

10,838 11,094 7,467 3,627

39,035 41,012 30,247 10,765

8,097 1,501 1,501 0

140,808 116,654 24,154

8,097 142,309 118,155 24,154

100,571 259,133 207,145 51,988

51,988

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 97.99

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

小 計

合 計 (Y)

一
 

般
 

管
 

理
 

費

人
件
費

流 域 下 水 道 事 業 維 持 管 理 費
負 担 金

委 託 料

そ の 他

小 計

小 計

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

委 託 料

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)
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1．経営推進体制

本戦略における取組は、 住民環境課環境下水道係を中心と し て実施し ます。 一方で、 投資や投

資の効率化等によるサービスの向上は、 全体の最適化に資するも のであるこ と から 、 サービスの

規模の最適化等の取組については、町長の諮問機関である板倉町下水道事業審議会に意見を聴取

し ます。 また、 進捗状況については、 事務局である住民環境課環境下水道係で情報収集・ 進捗管

理を行い、 今後の対応を検討し ます。

■経営推進体制イ メ ージ

諮問・ 報告

←

→
答申・ 意見

提案・ 報告

下水道審議会

市長

→

報告 ↑

審査・ 議決

むつ市公営企業管理者

上下水道局

市⻑部局

議会経営課・下⽔道課

連携 ←

Ⅶ 経営戦略の取組体制と今後の検討事項

町長

板倉町公営企業管理者

住民環境課 環境下道係

板倉町

下水道事業

審議会

町長部局
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2．PDCA サイクルの実⾏

経営戦略は PDCA サイ ク ルにおける計画（ Plan） に位置付けら れます。 今後は実行（ Do）、 検

証（ Check）、 改善（ Action） 等の PDCA サイ ク ルを確実に実施するこ と が重要です。

検証においては、 経営比較分析表を毎年度作成し 、 経営指標を用いた経営分析や類似団体と の

比較分析を行います。

また、 板倉町下水道事業審議会へ定期的に経営状況を報告し 、 意見を求める等、 チェ ッ ク 機能

の充実を図り ます。こ れら の PDCA サイ ク ルにより 経営状況を的確に把握し 、経営の健全化及び

効率化に取り 組んでいき ます。

■PDCA サイ ク ルイ メ ージ

Action Plan
（ 改善） （ 計画）

施策と 目標の見直し 経営戦略の改定

Check Do
（ 検証） （ 実行）

達成度の評価と 検証 目標達成に向けた

事業実施
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３．次回以降の⾒直し

本戦略の次回以降の見直し については、 使用料の妥当性の検証及び検討や投資計画の進捗等、

経営の変化にあわせて、 令和 11（ 2029） 年度から 原則５ 年ごと に見直し を行います。

なお、 自然災害等の突発的な事象があれば、 次のスケジュ ールに関わら ず適宜見直し を行いま

す。

また見直し 及び検討に当たっ ては、 板倉町下水道事業審議会へ意見を求めるも のと し 、 改定後

は広く 住民等へ公表するこ と と し ます。

■経営戦略及び使用料の見直し スケジュ ール見込み（ 再掲）

年度 収益確保の活動 経費削減の活動 経営戦略改定

令和７（2025）年度 使用料改定の協議・検討 コスト効率化に向けた協議・検討
令和８（2026）年度 使用料改定の協議・検討
令和９（2027）年度 使用料改定の協議・検討
令和10（2028）年度 使用料改定
令和11（2029）年度 効果検証 経営戦略改定
令和12（2030）年度 効果検証
令和13（2031）年度 使用料改定の協議・検討
令和14（2032）年度 使用料改定の協議・検討
令和15（2033）年度 効果検証
令和16（2034）年度 効果検証 経営戦略改定
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1．用語解説

《 あ行》

維持管理費

日常の排水処理施設の維持管理に要する経費で、 修繕費、 委託費等と それに係る人件費等によっ て

構成さ れます。

一般会計から の繰入金

一般会計から 下水道事業会計へ支出する繰出金で、 下水道事業会計から 見ると 繰入金であり 、 そ

の財源は主に税金です。

ウォ ータ ーＰ Ｐ Ｐ

ウォ ータ ーＰ Ｐ Ｐ と は、 水道、 工業用水道、 下水道などの水道分野を 対象と し た官民連携方式で、

コ ンセッ ショ ン（ 公共施設等運営事業） 方式と 、「 管理・ 更新一体マネジメ ント 方式」 を併せた総称。

国による造語です。

汚水処理費

汚水の処理にかかる維持管理費と 資本費（ 企業債等利息及び減価償却費） のこ と です。

《 か行》

改築

機能の低下し た下水道施設に対し て、 対象施設の全部又は一部の再建設あるいは取り 替えを 行う

Ⅷ ⽤語解説語幼保
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こ と により 、 機能を 回復さ せるこ と で所定の耐用年数が新たに確保さ れるこ と を いいます。

管渠

下水（ 汚水や雨水） を流すための管のこ と です。

管路

管渠、 マンホール、 ます、 取付管の総称です。

企業会計

現金の動き やその残高のみではなく 、 債権債務の発生の事実に基づいて経理し （ 発生主義）、 その

年度の事業活動に係るも の（ 収益的収支） と 翌年度以降の事業活動の基になるも の（ 資本的収支）

と に区分し て経理するこ と により 、 経営成績や財政状態を明ら かにする会計方式です。

企業債

地方公営企業が建設・ 改良の財源に充てるために起こ す地方債（ 借金） のこ と です。

官庁会計時代（ 板倉町では令和 5 年度まで） は地方債と いいます。

基準内繰入金

一般会計から 下水道事業会計に繰り 入れるお金のう ち、 雨水処理に要する経費等、 公費で負担すべ

き も の。 対比と し て基準外繰入金がある。

共同化

複数自治体で共同使用する施設の建設や事務の一部を 共同し て管理及び執行するこ と を いいます。

供用開始

下水道の整備により 、 多く の人が使用可能になるこ と を いいます。

経常収支

主たる経営活動と 他の経営活動から 日常的に得ている収益及び費用です。

下水道処理区域

排除さ れた下水を終末処理場により 処理するこ と ができ る区域です。

欠損金

経営活動により 生じ た損失を いいます。
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減価償却費

長期にわたっ て使用する固定資産の価値の減少相当分を 費用と し て計上し たも のです。

広域化

一部事務組合による事業実施等の他の自治体と の事業統合、 流域下水道への接続を 指し ます。

公営企業会計

病院や水道事業等地方公共団体が運営し ている公営企業が取り 入れている複式簿記の会計処理で

す。

下水道事業

主と し て市街地における下水を排除し 又は処理するために地方公共団体が管理する下水道。 終末

処理場を有するも のを単独下水道、 流末を 流域下水道に接続するも のを 流域関連下水道と いいます。

公共用水域

河川、 湖沼、 港湾、 沿岸海域その他公共の用に供する水域及びこ れに接続する公共溝渠、 かん

がい用水路、 その他公共の用に供する水路のこ と です。

《 さ 行》

最適化

①他の事業と の統廃合、 ②下水道・ 農業集落排水施設、 合併処理浄化槽の各種処理施設の中から 、

地理的・ 社会的条件に応じ て最適なも のを 選択するこ と 、 ③施設の統廃合を指し ます。

実質的な使用料

使用料収入の合計を 有収水量の合計で除し た値に２ ０ ㎥を乗じ たも の（ 家庭用のみでなく 業務用

を 含む） を 指し ます。

指定管理者制度

公共施設の管理及び運営を 民間企業が行う こ と をいいます。



60

資本集約型

設備投資を 行い、 固定資本に対し て生産の依存度が高い産業を 指し ます。 具体的な例と し ては、 工

業製品及び野菜など機械によっ て生産さ れるこ と が一般化さ れている産業です。 電気、 ガス、 下水

道事業などのイ ンフ ラ や農業、 工業などで生産力が企業価値に結びつく よう な業種が多いです。

資本的収支

固定資産の取得や改築及び改良に伴い発生する収入及び支出です。

収益的収支

企業の経営活動に伴い発生する収入及び支出です。 修繕 老朽化し た施設又は故障若し く は破損し

た施設を修理し て、 施設の現状回復を 図るこ と をいいます。 修繕は、 所定の耐用年数を 維持する

も ので延伸はし ません。

従量制

使用水量に応じ て使用料を 算定する料金体系を いいます。

使用料単価

使用料収入額を 有収水量で除し たも のです。

水洗化人口／水洗化率

実際に下水道に接続し ている人口又は割合を表す指標です。

スト ッ ク マネジメ ント

長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を 考慮し 、優先順位付けを行っ たう えで、

施設の点検・ 調査、 修繕・ 改善を 実施し 、 施設全体を対象と し た施設管理を最適化するこ と を いい

ます。

損益勘定留保資金

減価償却費や資産減耗費等現金を 伴わない費用によっ て内部に残る資金（ 内部留保資金） のこ と

です。
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《 た行》

耐用年数

法律等で決めら れた、 資産が利用でき ると さ れる期間です。

長期前受金戻入

資産取得時の補助金等を 減価償却に応じ て収益化し た現金を 伴わない収益です。

独立採算制の原則

その事業に伴う 収入によっ てその経費を 賄い、 自立性を も っ て事業を 継続し ていく 原則のこ と です。

《 は行》

不明水

下水のう ち有収汚水以外のも のであり 、 地下水、 直接浸入水などから なるも のを いいます。 原因と

し て、 雨どい等、 宅内配管の誤接合によっ て流入し たり 、 老朽化し た管渠の継手部分やひび割れ、

破損箇所から 浸入すると 考えら れます。

包括的民間委託

維持管理等で複数の業務を 一体的（ 包括的） に発注し 、 また、 複数年契約にて民間企業に委託す

る こ と です。 こ れにより 、 民間のノ ウハウを生かし つつ業務の効率化を図り ます。

《 ま行》

マン ホールポンプ

家庭から 出る生活汚水を 集めて下水処理場へ送るポンプ設備です。

民間委託

地方公共団体の行う 業務を 民間企業に委託するこ と を いいます。
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《 や行》

有収水量

上下水道の使用水量等、 使用料の算定の基準になるも のです。

《 ら 行》

流域下水道

２ 以上の市町村から の下水を 受け処理するための下水道で終末処理場と 幹線管渠から なり 、 事業

主体は都道府県です。

類似団体

総務省より 、 市町村を処理区域内人口別区分、 処理区域内人口密度区分、 供用開始年数区分で類

型化し たも のを いいます。

《 その他》

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ル

計画（ ｐ ｌ ａ ｎ ）、 実行（ ｄ ｏ ）、 評価（ ｃ ｈ ｅ ｃ ｋ ）、 改善（ ａ ｃ ｔ ｉ ｏ ｎ ） を 順に実施し 、 最後

の改善（ ａ ｃ ｔ ｉ ｏ ｎ ） では評価（ ｃ ｈ ｅ ｃ ｋ ） の結果から 、 次回の計画（ ｐ ｌ ａ ｎ ） に結び付

ける。 こ のプロセスを繰り 返すこ と により 、 品質の維持・ 向上及び継続的な業務改善活動を 推進

するマネジメ ント 手法です。

Ｐ Ｐ Ｐ （ パブリ ッ ク ・ プラ イ ベート ・ パート ナーシッ プ）

官民が連携し て公共サービスの提供を 行う スキームを Ｐ Ｐ Ｐ と 呼びます。

Ｐ Ｆ Ｉ （ プラ イ ベート ・ フ ァ イ ナンス・ イ ニシアティ ブ）

Ｐ Ｆ Ｉ と は、 公共施設等の設計、 建設、 維持管理及び運営に、 民間の資金と ノ ウハウを活用し 、 公

共サービスの提供を 民間主導で行う こ と で効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図ると いう

考え方です。 Ｐ Ｆ Ｉ は、 Ｐ Ｐ Ｐ の代表的な手法の一つです。
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